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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第52期

第１四半期連結
累計期間

第53期
第１四半期連結
累計期間

第52期

会計期間

自令和３年
１月１日
至令和３年
３月31日

自令和４年
１月１日
至令和４年
３月31日

自令和３年
１月１日
至令和３年
12月31日

売上高 （千円） 4,259,016 4,576,866 16,782,197

経常利益 （千円） 973,782 1,411,119 4,205,479

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 693,552 919,830 3,008,190

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,628,211 144,272 4,284,893

純資産額 （千円） 27,564,823 27,241,048 28,489,049

総資産額 （千円） 33,881,232 31,935,392 34,760,840

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 75.00 103.29 329.41

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 74.60 102.68 327.32

自己資本比率 （％） 81.3 85.2 81.9

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を

適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウィルスの感染拡大やまん延防止等重点措置の適

用、原材料価格の高騰などの影響により製造業、非製造業ともに景況感は、大幅な下落に至らなかったものの、悪化

に転じました。また、収束が見通せない新型コロナウィルスの動向に加え、ロシアのウクライナ軍事侵攻の行方、エ

ネルギー価格や食料品価格の高騰が先行きの懸念材料となっております。

　当業界におきましては、ユーザ企業における情報化投資計画は、業務のＩＴ化、デジタル化への推進に関心が高

まっており、景気の先行きに不透明感があるものの、比較的堅調な水準にあります。

　このような環境のなかで、当社グループは、システムインテグレータとして、多様化するお客様のニーズに対応

し、積極的に営業展開を進めてまいりました。

　具体的には、当社の情報システム資産を活用したサービス商品の拡販を重点課題とし、商品化の促進やシステム運

用業務売上の拡大に取り組んでまいりました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高45億76百万円（前年同期比7.5％増）、営業利益12億77

百万円（同43.1％増）、経常利益14億11百万円（同44.9％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益9億19百万円

（同32.6％増）となりました。

 

　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

（情報処理・ソフトウェア開発業務）

　情報処理・ソフトウェア開発業務としましては、ソフトウェア開発業務、システム運用業務、ファシリティサービ

ス業務等であります。当第１四半期連結累計期間においては、システム運用業務及びファシリティサービス業務が堅

調に推移するとともに、ソフトウェア開発業務においても前期に発生した不採算案件が収束しつつあり、売上高は41

億21百万円（前年同期比7.5％増）、営業利益は11億72百万円（同47.4％増）となりました。

（機器販売業務）

　機器販売業務としましては、当社で開発したシステムに必要なハードウェアの販売等であります。当第１四半期連

結累計期間においては、ソフトウェアの導入や更新に伴うハードウェア販売が増加し、売上高は3億66百万円（前年

同期比12.8％増）、営業利益は82百万円（同9.2％増）となりました。

（リース等その他の業務）

　リース等その他の業務としましては、各種事務用機器のリース、ビル・マンションの不動産賃貸業務であります。

当第１四半期連結累計期間においては、不動産賃貸業務は堅調であったものの、新型コロナウイルス感染拡大の影響

により建設業界向け事務機器レンタル収入が伸び悩み、売上高は88百万円（前年同期比12.4％減）、営業利益は22百

万円（同5.4％増）となりました。
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(2）財政状態の状況

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における流動資産は52億66百万円となり、前連結会計年度末に比べ13億44百万円減

少いたしました。これは主に現金及び預金が10億98百万円、有価証券が4億29百万円、それぞれ減少したことによ

るものであります。固定資産は266億68百万円となり、前連結会計年度末に比べ14億80百万円減少いたしました。

これは主に投資有価証券が14億68百万円減少したことによるものであります。

　この結果、総資産は319億35百万円となり、前連結会計年度末に比べ28億25百万円減少いたしました。

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における流動負債は32億72百万円となり、前連結会計年度末に比べ12億7百万円減

少いたしました。これは主にその他が8億35百万円減少したことによるものであります。固定負債は14億21百万円

となり、前連結会計年度末に比べ3億70百万円減少いたしました。これは主に繰延税金負債が3億73百万円減少した

ことによるものであります。

　この結果、負債合計は46億94百万円となり、前連結会計年度末に比べ15億77百万円減少いたしました。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は272億41百万円となり、前連結会計年度末に比べ12億48百万

円減少いたしました。これは主にその他有価証券評価差額金が7億77百万円減少したことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は85.2％（前連結会計年度末は81.9％）となりました。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 

(4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な

変更はありません。

 

(6）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当第１四半期連結累計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に

ついて重要な変更はありません。

 

(7）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、1億15百万円であります。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社東計電算(E05066)

四半期報告書

 4/19



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 37,400,000

計 37,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数(株)
(令和４年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(令和４年５月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 9,350,000 9,350,000

東京証券取引所

市場第一部（第１四半期

会計期間末現在）

スタンダード市場（提出

日現在）

単元株式数

100株

計 9,350,000 9,350,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

令和４年１月１日～

令和４年３月31日
－ 9,350,000 － 1,370,150 － 1,302,350

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（令和３年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

    令和４年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 449,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,894,800 88,948 －

単元未満株式 普通株式 5,500 － －

発行済株式総数  9,350,000 － －

総株主の議決権  － 88,948 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が310株（議決権の数３個）含ま

れております。

 

②【自己株式等】

    令和４年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社東計電算
神奈川県川崎市中原

区市ノ坪150
449,700 － 449,700 4.81

計 － 449,700 － 449,700 4.81

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（令和４年１月１日から令

和４年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（令和４年１月１日から令和４年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(令和３年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(令和４年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,033,564 934,886

受取手形及び売掛金 2,497,301 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 3,107,116

有価証券 460,085 30,098

商品 9,545 9,934

仕掛品 967,237 622,366

関係会社短期貸付金 12,291 12,291

その他 632,131 550,314

貸倒引当金 △479 △299

流動資産合計 6,611,678 5,266,708

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,992,642 1,961,292

機械装置及び運搬具（純額） 20,244 18,756

土地 4,498,025 4,498,025

その他（純額） 429,591 419,409

有形固定資産合計 6,940,504 6,897,484

無形固定資産   

その他 222,505 243,443

無形固定資産合計 222,505 243,443

投資その他の資産   

投資有価証券 20,866,322 19,398,140

退職給付に係る資産 77,562 77,995

繰延税金資産 977 1,382

その他 41,549 50,491

貸倒引当金 △260 △254

投資その他の資産合計 20,986,151 19,527,755

固定資産合計 28,149,161 26,668,684

資産合計 34,760,840 31,935,392
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(令和３年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(令和４年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 816,982 473,178

未払法人税等 754,800 455,850

賞与引当金 286,915 571,372

役員賞与引当金 13,750 －

その他 2,607,733 1,772,569

流動負債合計 4,480,182 3,272,970

固定負債   

役員退職慰労引当金 25,718 25,924

繰延税金負債 1,758,867 1,385,196

その他 7,023 10,253

固定負債合計 1,791,608 1,421,374

負債合計 6,271,790 4,694,344

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,370,150 1,370,150

資本剰余金 1,392,978 1,381,059

利益剰余金 23,199,556 22,716,376

自己株式 △1,880,097 △1,859,195

株主資本合計 24,082,587 23,608,390

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 4,384,487 3,607,438

退職給付に係る調整累計額 △7,663 △6,181

その他の包括利益累計額合計 4,376,823 3,601,256

新株予約権 29,170 30,933

非支配株主持分 467 466

純資産合計 28,489,049 27,241,048

負債純資産合計 34,760,840 31,935,392
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　令和３年１月１日
　至　令和３年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　令和４年１月１日
　至　令和４年３月31日)

売上高 4,259,016 4,576,866

売上原価 2,777,099 2,658,699

売上総利益 1,481,917 1,918,167

販売費及び一般管理費 589,508 640,820

営業利益 892,408 1,277,347

営業外収益   

受取利息 20,169 11,343

受取配当金 63,254 78,432

有価証券償還益 16,805 41,209

貸倒引当金戻入額 － 180

雑収入 21,937 25,330

営業外収益合計 122,166 156,495

営業外費用   

支払利息 － 38

有価証券償還損 39,274 21,165

雑損失 1,518 1,519

営業外費用合計 40,793 22,723

経常利益 973,782 1,411,119

特別利益   

投資有価証券売却益 50,909 307,423

特別利益合計 50,909 307,423

特別損失   

固定資産除却損 7,708 －

投資有価証券売却損 13,666 318,081

投資有価証券評価損 － 71,453

特別損失合計 21,374 389,535

税金等調整前四半期純利益 1,003,317 1,329,007

法人税、住民税及び事業税 357,993 441,602

法人税等調整額 △48,238 △32,433

法人税等合計 309,755 409,168

四半期純利益 693,562 919,838

非支配株主に帰属する四半期純利益 9 8

親会社株主に帰属する四半期純利益 693,552 919,830
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　令和３年１月１日
　至　令和３年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　令和４年１月１日
　至　令和４年３月31日)

四半期純利益 693,562 919,838

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 933,029 △777,048

退職給付に係る調整額 1,620 1,482

その他の包括利益合計 934,649 △775,566

四半期包括利益 1,628,211 144,272

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,628,202 144,263

非支配株主に係る四半期包括利益 9 8
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　これにより、従来、受注制作のソフトウェア開発契約等に関して、工期がごく短いもの及び当連結会計年度末

までの進捗部部分について成果の確実性が認められないものについては工事完成基準を、その他のものについて

は工事進行基準を適用しておりましたが、当第１四半期連結会計期間より、一定の期間にわたり充足される履行

義務については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識す

ることといたしました。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、工事原価総額に占める発生原価の割合

によるインプット法にて算出しております。なお、収益認識基準適用指針第96項に定める代替的な取扱いを適用

し、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い場合には、

完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は130,677千円減少、売上原価は110,860千円減少し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ19,817千円減少しております。また、利益剰余金の当期

首残高は21,031千円増加しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、当第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示

することとしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に

ついて新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業

会計基準第12号 2020年３月31日)第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係

る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与え

る影響はありません。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期間に係る四

半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（の

れんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 令和３年１月１日
至 令和３年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 令和４年１月１日
至 令和４年３月31日）

減価償却費 105,984千円 106,539千円

のれんの償却額 499 －
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　令和３年１月１日　至　令和３年３月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和３年３月24日

定時株主総会
普通株式 1,155,000 125  令和２年12月31日  令和３年３月25日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　令和４年１月１日　至　令和４年３月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和４年３月24日

定時株主総会
普通株式 1,424,041 160  令和３年12月31日  令和４年３月25日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　令和３年１月１日　至　令和３年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 
情報処理・
ソフトウェ
ア開発業務

機器販売業
務

リース等そ
の他の業務

計 調整額
四半期連結損
益計算書計上
額（注）

売上高       

(1) 外部顧客への売上高 3,833,245 325,153 100,617 4,259,016 － 4,259,016

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
567 － 1,395 1,962 (1,962) －

計 3,833,812 325,153 102,012 4,260,978 (1,962) 4,259,016

セグメント利益 795,191 75,429 21,788 892,408 － 892,408

（注）セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　令和４年１月１日　至　令和４年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 
情報処理・
ソフトウェ
ア開発業務

機器販売業
務

リース等そ
の他の業務

計 調整額
四半期連結損
益計算書計上
額（注）

売上高       

(1) 外部顧客への売上高 4,121,944 366,817 88,104 4,576,866 － 4,576,866

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
567 － 445 1,012 (1,012) －

計 4,122,511 366,817 88,549 4,577,878 (1,012) 4,576,866

セグメント利益 1,172,029 82,346 22,971 1,277,347 － 1,277,347

（注）１．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　　　２．（会計方針の変更）に記載の通り、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020

年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、収益認識に関する会計処理方法

を変更したため、報告セグメントの利益の算定方法を同様に変更しております。

　　　　　当該変更により、従来の方法に比べて、情報処理・ソフトウェア開発業務の売上高は130,677千

円減少し、セグメント利益が19,817千円減少しております。

 

 

 

（金融商品関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

当第１四半期連結累計期間（自　令和４年１月１日　至　令和４年３月31日）　　　　　　　　（単位：千円）

 

報告セグメント

合計情報処理・ソフト

ウェア開発業務
機器販売業務

リース等その他の業

務

ソフトウェア開発売

上
1,343,164 － － 1,343,164

システム運用売上 2,316,473 － － 2,316,473

ファシリティサービ

ス売上
462,307 － － 462,307

機器販売売上 － 366,817 － 366,817

顧客との契約から生

じる収益
4,121,944 366,817 － 4,488,762

その他の収益（注） － － 88,104 88,104

外部顧客への売上高 4,121,944 366,817 88,104 4,576,866

（注）その他の収益は「リース取引に関する会計基準」に基づくリース等収益であります。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　令和３年１月１日
至　令和３年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　令和４年１月１日
至　令和４年３月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 75円00銭 103円29銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千

円）
693,552 919,830

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
693,552 919,830

普通株式の期中平均株式数（株） 9,247,123 8,905,262

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 74円60銭 102円68銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千

円）
－ －

（うち支払利息（税額相当額控除後）

（千円））
－ －

（うち事務手数料（税額相当額控除後）

（千円））
－ －

普通株式増加数（株） 50,005 53,014

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

令和４年５月13日

株式会社東計電算

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

横浜事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 富永　淳浩

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柴田　叙男

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東計電

算の令和４年１月１日から令和４年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（令和４年１月１日から令和

４年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（令和４年１月１日から令和４年３月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東計電算及び連結子会社の令和４年３月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

 

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）　１　上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社東計電算(E05066)

四半期報告書

19/19


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

